



新 井 光 吉
1は じ め に
コメが余 ってい るそ うである。今や 「豊作貧乏」
に対す る悲鳴 ばか りが聞えて くる。 とい って も,
それは 「産業の コメ」 である半導体ICの 話なの
だが。
まさか明 日ありと思 う心 の仇桜 という訳で もあ
るまいが,日 本の半導体 メーカーは 「ハイテクは
高収益源だ」 とか 「メモ リーは技術牽引車だ」 と
か 「1世代3年 のシ リコンサイクル」 などとい っ
た神話を盲信 し,従 来 と同様の投資競争 に狂奔 し
た結果,過 剰設備 の負担 に喘 いでいるのである。
だが,万 物 は流転す る。企業の経営戦略だ って千
篇一律でよい訳がない。 い くら景気後退期の積極
的設備投資が半導体産業 における日米逆転の原動
力 となったか らといって,守 株 の如 く十年一 日の
戦略で は激変す る経営環境 には到底対応で きる筈
がない。そん な訳 で,今 や世界半導体産業の勢力
図は大 き く変化 し,半 導体王国 日本の地位 も大 き
く動揺 しつつ あるのだ。韓国企業 の躍進 は今更 い
うまで もないが,台 湾企業だ って相当の力を付 け
てお り,米 企業 も競争力を飛躍的 に向上 させ復調
が著 しいので ある。 一方,日 本企業 は90年 代 に
入 って世界半導体生産 に占めるシェアを低下 させ
てお り,80年 代の如 き圧倒的競争力を回復す るこ
とは もはや難 しくなっているとい ってよい。
周知の如 く,こ れまで 日本 のDRAM(記 憶保持
動作が必要な随時書き込み読み出 しメモリー)事 業 は
日本電気か ら沖電気 までの大手6社 が微細加工 や
量産 の技術 を競いなが ら急成長す るとい う展開を
辿 って きた。 ところが投 資金額 の増大 と三星電子
な ど韓国企業 の台頭 により,こ の6社 体制か ら先
ず沖電気が脱落 しようと している。 日本の半導体
産業 は80年 代半ば に世界 の頂点 に立 って以来,
僅か5～6年 足 らずで はや散 り急 こうと している
のか。 はた して現下 の状況 は日本半導体産業 の凋
落の前兆 といえるのか,そ れ とも一時的な調整 に
す ぎないのであろうか。そ うした問題意識 に立 っ
て,本 稿 は日本半導体産業 の現状 と直面する問題
を取 り上 げ,そ の将来を展望 したい と思 う。
II需 給 動 向
需給動向を見 る前 に,予 め半導体産業が産業全
体 において どのような地位 を占め るのかを確認 し
てお こう。先ず生産額 を見れば,電 子機械 は90年
の機械工業(87年 の製造業付加価値額の38%)生 産
額82兆 円の29%を 占め,32%を 占める自動車に
次 いで大 きい(電 気機械では40%に 達する)。また半
導体生産額 は3兆s,zzo億 円で機械工業生産額の
4.4%,電 子工業の15.1%を 占あ,IC(集 積回路)
に限定 して も生産額 は2兆9,132億 円に達 し,機
械工業 の3.6%,電 子工業の12.2%を 占めるとい
う(t)。更 に輸 出額 を見 ると,電 気機械 は90年 に日
本 の輸 出額全体 の23.2%(自 動車は17.2%)に も
達す るが,こ の うち半導体 は10.4%(輸 出額全体の
2.4%),ICは8.8%(同2.0%)を 占めて いたので
あるf2)。尚,半 導体 は一般電子部品,能 動部品(電
子管,半 導体素子,集 積回路),液 晶素子の3つ に大
別 される電子部品に属 してい る。90年 の生産額を
見 ると,電 子部品 は8兆1,497億 円で,そ の内訳
は一 般電 子部 品44.8%,能 動部 品53%(電 子管
8,5%,半 導体素子8.7%,集 積回路35.7%),液 晶素
子2.2%と なっており,半 導体産業(半 導体素子と






















































































i_一 一 実 績 一 一 一i_面 貝ト1
(注)北 米 に は,IBM,AT&T等 キ ャ プテ ィブ分(自 社 生 産 ・自社 内 消費)が 含 ま れ
な い た め,市 場 構 成 比 トは北 米 が 相 対 的 に小 さ くな る。











トー一一 実 績 一一 一 一 一 予測 →{














MOSロ ジ ッ ク
MOSマ イ ク ロ
MOSメ モ リー
BIPデ ジ タ ノレ
アナ ロ グ

































































るの で あ る。 そ こで,ま ず半 導体 の需給 動 向 か ら
見 て行 くこ とに しよ う(3)。
(1)世 界 市 場
まず第1に,世 界半導体市場の規模 を地域別 に
瞥見 してお こう。 第1図 によれば,・1年 に北
米 が38%か ら29%,欧 州 が21%か ら19%へ と
シェアを低下させたのに対 して,日 本 は35%か ら
39%,ア ジアその他 も6%か ら14%に シェアを上
昇 させた。91年 の推定では北米28%,欧 州18%,
日本39%,ア ジアその他15%と な っている。その
結果,日 本 は86年 に半導体市場規模(出 荷額)で
北米 を凌 駕 し,以 後 そ の優位 を維持 して い ると
いってよい。 しか しなが ら米 内製 メーカー(自 社
生産額の3/4以 上を自家消費)が 米国IC生 産額 の1/
4相 当の生産 を行 なってお り,ま た例 えばIBMの
半導体 生産 額 が90年 に37億 ドルに達 し,モ ト
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(出 所)『 日本経 済 新 聞 』1992年1月13日 号,『 電 子 工 業 年 鑑 』1989-91年,『 週 刊 東 洋 経 済 』臨 時 増 刊 号,1991年12月13日 号,102頁 。
る点 な ど を考 慮 に入 れれ ば,ア メ リカ の シ ェア は
日本 よ り も大 き くな ろ う(4)。に もか か わ らず90年
に はそ れ らを勘 案 して も日本 が アメ リカを凌 駕 す
るに至 った と見 られ るの で あ る。
第2に 製 品 別 半導 体市 場 規 模 を見 る と,第2図
の如 くな って い る。86-90年 に個 別 半導 体 は全 体
の24%か ら19%,ア ナ ログは19%か ら15%,バ
イ ポ ー ラ ・デ ジ タル も16%か ら8%に 減 少 した
が,MOS(金 属酸化膜半導体)メ モ リー は15%か ら
23%,MOSマ イ ク ロ は12%か ら18%,そ の 他
MOSロ ジ ック も14%か ら16%へ と増 大 した。 ま
たIC市 場 でMOSの シ ェ ア は86年54%,88年
67%,90年71%,91年73%(予 測)と 人 幅 に上 昇
した の で あ る。 更 にMOSメ モ リー は:・ ・1年
に3倍,MOSロ ジ ック も2.9倍 に増 大 して い る
の で あ る。
第3に,90年 の米 国 半 導 体 出 荷 額 構 成 を見 る
と,個 別 半導 体(13%)を 除 く集積 回 路(87%)の
うち,バ イ ポ ー ラは22%(リ ニア11%,デ ジタル
ll%)に す ぎず,MOSが65%(ロ ジック ・マイクロ
38%,メ モ リー-27%)を 占 あて い る。 一一方,日 本 に
つ いて見 る と,個 別 半 導 体(20%)を 除 く集積 回 路
(80%)で は,半 導 体ICが74%を 占め,こ の うち
バ イ ポ ー ラが18%(リ ニア11% ,デ ジタル7%),
MOSが56%(ロ ジ ック ・マイ クロ28%,メ モ リー
25%)で あ り,ハ イ ブ リッ ドICも7%を 占め て い
た ので あ る。
第4に,世 界MOSメ モ リー市場 の シェ アを一
瞥 す る と,80年 に は ア メ リカが 日本(24%)の3
倍 強 の73%を 占めて いた が,日 本 は85年 に57%
の シ ェアを握 りア メ リカ(37%)を 逆転 し,90年
に は61%を 占 めて23%の ア メ リカ を圧 倒 して い
る。一 方,世 界MOSマ イ ク ロの市場 シェ アで は,
アメ リカは80年 に 日本(22%)の3.4倍 の75%を
占めて いたが,85年 には57%(日 本37%)と か な り後
退 し,90年 に60%(日 本35%)と 若 干 持 ち直 した。こ
のMOSマ イ ク ロ の優 位 は最 近 にお け る米 半 導 体
産 業 の復 調 を支 え る大 きな要 因 とな って い る。
第5に,近 年 の世 界10大 半 導 体 メー カ ーの ラ
ンキ ングを示 せ ば 第1表 の如 くな って い る。86年
以 降,日 本企 業 は 日本 電 気,東 芝,日 立 の3社 が
3位 まで を独 占 し,10位 以 内 に も6社 が 入 り,半
導体 王 国 と しての地 位 を 誇示 して い る。 ア メ リカ
は86年 以 降 僅 か に3社 が10位 以 内 に止 ま るのみ
で あ るが,特 筆 す べ き傾 向 はTI(テ キサス ・イ ンス
ッル メン の の地 位 低 下 と イ ンテ ル の 目覚 しい躍
一30-一 転機に立つ日本半導体産業
進 で あ る。 イ ンテ ル は89年 の8位 か ら90年 に は
5位 に 躍 進 してTIを 追 い 抜 き,91年 に は モ ト
ロー ラを も抜 き去 り米 企業 の トップ に躍 り出 た。
因 み に91年 の半 導 体 出荷 額 は対 前年 比11.5%増
で あ っ た が,マ イ ク ロ コ ンポ ー ネ ン ト(MPU,
MCU,マ イクロペリフェラル)は 僅 か6%増 のMOS
メ モ リー を尻 目に22%も 増 加 して い る。そ の ため
パ ソコ ン用MPU(マ イクロプロセ ッサー一 で圧 倒 的
優 位 を持 つ イ ンテ ルが地 位 を大 き く上 昇 させ る こ
とに な った ので あ る。尚,91年 の世界 半 導体 生 産
額 中,日 本 企 業 は49.6%暉(対 前年比0.9%増),一
方,米 企業 は35.9%(同1.1%減)の シ ェアを それ
ぞ れ 占めて い ると推 定 され る〔5)。
第6に,マ イ ク ロ コ ンポー ネ ン トの出荷 額 を見
る と,85-89年 に北米 は12.6億 ドル か ら27.4億
ドルへ と倍 増 を示 したが,日 本 が8.8億 ドルか ら
29.3億 ドルへ と出荷 額 を3倍 に 増 加 さ せ て これ
を追 い 抜 き,西 欧 も4。9億 ドルか ら14.6億 ドル
と3倍 に増 加 させて い る。 そ こで,日 本 のマ イ ク
ロ コ ン ポ ー ネ ン トの 内 訳 を 見 れ ば,85年 に は
MCU(マ イクロコン トローラ,マ イコン)41%,MPU
16%,マ イ ク ロ ペ リフ ェ ラ ル44%と い う構 成 で
あ ったが,89年 には それ ぞ れ40%,23%,37%と
MPUの シ ェ ア の み が 上 昇 して い る。 まずMCU
出 荷 額 は85-89年 に2.9倍 に増 加 し,製 品 別 で
は85年 に4ビ ッ ト3.8億 ドル,8ビ ッ ト7.3億 ド
ル,16ビ ッ ト400万 ドルか ら89年 に は4ビ ッ ト
11.6億 ドル(36%),8ビ ッ ト19.9億 ドル(62%),
16ビ ッ ト59万 ドル(2%)と 各 ビ ッ ト間 に は ほ と
ん ど変 化 が見 られ なか った。 ま たMPU出 荷 額 は
85-89年 に3.9倍 に増 加 し,製 品別 で は85年 に
8ビ ッ ト17.7億 ドル(37%),16ビ ッ ト2.8億 ド
ル(59%),32ビ ッ ト1900万 ドル(4%)か ら89年
に8ビ ッ ト1.5億 ドル(8%),16ビ ッ ト6.2億 ド
ル(33%),32ビ ッ ト11.2億 ドル(59%)と 高 ビッ
ト化 が 急 速 に 進 展 した。 因 み に89年 のMPU地
域 別 シェア を見 れ ば,ア メ リカは8ビ ッ ト30%,
16ビ ッ ト34%,32ビ ッ ト49%,日 本 は8ビ ッ ト
26%,16ビ ッ ト29%,32ビ ッ ト18%,西 欧 は8
ビ ッ ト27%,16ビ ッ ト23%,32ビ ッ ト23%を そ
れ ぞれ 占め,MPU王 国 ア メ リカで高 ビ ッ ト化 が
急 ピ ッチで進 んで い るこ とが分 か る。 最 後 にマ イ
ク ロ コ ンポ ー ネ ン ト ・メ ー カ ー大手10社 の ラ ン
キ ング(90年)を 示 せ ば,イ ンテル27%,日 本 電
気12%,モ トロー ラ9%,日 立製 作所7%,三 菱 電
機5%,TI4%,東 芝4%,松 下電 器3%,SGS/
トム ソ ン2%,AMD(ア ドバ ンス ト・マイクロ ・デ
バイス)2%の 順 で あ る。 次 に近 年 の国 内市 場 の動
向 につ いて見 る こ とに しよ う。






































3図 の如 くな ってい る。70年 代末頃 までは半導体
素子(個 別半導体)が 半導体生産額中最大であ った
が,第2次 石油危機以降,省 エネ ・省資源的な半
導体ICの 生 産 が急 増 し,90年 に は全 生産 額 の
74%を 占あ るに至 った。一方,半 導体素子は同年
に20%,混 成ICも6%に す ぎなか ったのであ る。
尚,半 導体 の製品別分類 と90年 の生産額 ・生産
個数 の内訳 を示せば第2表 のようにな っている。
第2に,第3表 に よ れ ば,半 導 体ICの うち
MOSの シェアは76年 の49%か ら80年60%,85
年64%,88年72%,90年75%,91年75%と 大幅
に上昇 してい る。一方,バ イポー ラデジタルは76
年 の18%か ら90年 の9%,リ ニ ア も33%か ら
16%へ とシェアを半減 させたのである。
第3に,第4表 を瞥見す ると,半 導体ICの 生
産額 は89年 には19%増 加 したが,90年 には前年
を1%下 回 っている。デ ジタル も89年22%増,90
年3%減 とや は り同 じ傾 向 を辿 った。 だが,バ イ
ポー ラ型 は89年17%減,90年9%増 とむ しろ逆
の傾 向 を示 して い る。 一方,モ ス型 は89年29%
増,90年4%減,ま た メ モ リー も89年18%増,90
年16%減 とデ ジタル全 体 と同一 傾 向 に あ るが,付
加 価値 の高 い ロ ジ ックは89年33%増,90年9%
増(マ イコンは42%増,7%増)と 増加 傾 向 を維 持 し
て い るので あ る。これ に対 して リニ アは89年5%
増,90年9%増(産 業用は1%減,25%増,民 生用 は
8%増,2%増)と 他 の デバ イ ス よ り も比較 的安 定 し
て い るとい って よ い。 とい うの も リニ ア は画 像処
理 用 コ ン ピュ ー タや携 帯 電 話 な どの用途 に不 可欠
で あ り,そ の需要 が比 較 的 安定 した推 移 を示 して
い るた めで あ る と思 わ れ る(6}。
第4に,89年 の需 要先 を一瞥 す る と,民 生 用 電
子 機器37%,コ ン ピュー タ36%,通 信 機11%,産





・マイ ボ ー ラ デ ジ タ ル MOS 合 計
金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量
1976 589 37 316 12 858
13 1,762 sz
・'1 1,333 116 726 51 3,097 86
5,156 254
1985 3,503 362 2,561 188 10,714
348 16,774 899
1986 3,370 396 2,734 238 10,009
437 16,113 1,071
1987 3,416 437 2,625 231 11,378
488 17,419 1,156
... 3,618 518 2,725 238 16,296 s20 22,639
1,376
1989 3,792 578 2,267 186 20,975
ss5 27,033 1,449
1990 4,126 630 2,467 177 20,132 738
26,726 x,545





(出 所)『 電 子 工業 年 鑑 』1991年,863-864瓦 『電 子 』1991年3月 号,1992年3月 号 。
第4表 半導体ICの 品種別生産
(単位:億 円)
1988 1989 1990 1991 1992"
リニ ア 3,618 3,792 4,126 4,760 2,056
ー
産業用 1,191 1,176 1,471 1,958 soy
民生用 2,427 2,615 2,655 2,802 1,155
デ ジ タ ル 19,022 23,241 22,600 23,868 10,373
バ イ ポ ー ラ型 2,725 2,267 2,467 2,444 927
ロ ジ ッ ク 2,192 1,865 2,068 2,037 761
{メ モ リー 533 401 399 407 165
モ ス型 16,296 20,975 20,132 21,424 9,446
'
ロ ジ ッ ク 7,087 9,44fi 10,321 11,308 4,858
マ イ コ ン :1・ 3,982 4,365 4,700 1,971
{そ の他 4,281 5,464 5,956 6,6Q7 2,887
嘱 メ モ リ ー 9,210 10,877 9,173 9,404 4,316




その他 652 639 712 273
合 計 22,639 27,033 26,7261
・ 12,429
(出 所)『 電 子 工 業 年 鑑 』1991年,844頁,
号 。(1)1～6月 の 累 計 。




輸 出 輸 入
,.. 1989 1990 1991 1988 1989 1990 1991
半導体素 子1,688 1,889 2,045 2,299 414 482 ・ ・
集積回路 11,478 11,013
310
-十 一 一 一
2,2578,457
8,089
㎜ 一一『 皿 『}一_
11,120 3,102 3,754 4,072
モ ノ リ シ ッ ク 11,013 10,494 10,608 2,115 2,923 3,596 3,916
rデ ジ タ ル1
6,898 9,597 ・11 8,795 1,597 2,234 2,832 3,121一一}一 甲"
実 装 して い な い もの1,193
-}}}『 一¶一 一}_
そ の他5,706
-一 　 闇冒 一}一__ 一『}一 一
____五 』竺生… 一追 ・.避_
1,765 1,691 1,606 279 442 601 690
7,$33 7,209 7,188 1,318 1,792 2,231 2,432
}
4,554 3,634 3,225 277i 516 624 767
'モ
ス型 ・MPU㌻939











1,620 1,829 2,047 432 371















実装 していないもの 126 168 190 140 118







.ハ イ ブ リ ツ ド 368 465 519 512 158 156
(出 所)『 電 子L業 年 鑑 』1991年,848頁,『 電 子 』1991年3月 号 ,1992年3月 号 よ り作 成 。
電子機器が最大の比重を占めている。比較 のため
に89年 の アメ リカ半 導体利用 分野 を示せば,コ
ンピュータ53%,産 業機器16% ,政 府関係8%,
自動 車8%,民 生 用電子機 器5%の 順 となってお
り,日 本 とは対照的に民生用電r機 器 の比重が低
く,コ ンピュー タや政府の比重が高 い。無論,そ
れ はアメ リカにお ける民生用電子産業の没落 と巨
大な軍需市場 の存在 を反映 した ものであ る17)。ま
た別 の資料 に依拠 して も,90年 にお ける世界の半
導体需要 は民生用機器27%,コ ンピュータ ・OA
機器40%,そ の他(通 信,計 測,自 動車など)33%で
あったが,一 方,日 本のそれ は民生用機器38%,
コ ンピュータ ・OA機 器36%,そ の他(通 信,計
測,自 動車など)26%と やは り民生用機器用途 の比
率 がかな り高 いとい う特徴 を示 して いる。
(3)輸 出 入 額
まず第5表 に よれば,半 導 体素 子 の輸 出 は近
年,堅 調 な増加傾向を保 っている。ICは87年 後
半か ら88年 の深刻 なメモ リー不足 の結果,88年
には43%増,89年 も36%増 と輸 出が大幅に増加
したが,90年 には一転 して4%の 減少 とな り,91
年 に入 って も減少傾 向 は止 る気 配 を見 せて いな
い。 次に品 目別IC輸 出額を見 ると,89年 に は全
品 目で輸 出が増 加 して い る。90年 にはMPUが
8%,そ の他MOSロ ジ ックが13%,リ ニ ア も
13%増 加 し,91年 も増加傾向を維持 して いる。こ
れ に対 してMOSメ モ リーは半導体不況 のたあに
90年 に減少 に転 じ,91年 も減少傾向にある。今回
の半導体不況の原因 は主力 メモ リーであ る4メ ガ
DRAM需 要 の伸 び悩 みに加 えて,米 パ ソコ ン市
場 の低迷,1メ ガDRAMの 根強 い需要,パ ソコン
に使いやす い製品開発 の遅 れなどの要因が重 なっ
たためであ るといわれてい る。4メ ガ需要 は依然
と して汎用 コンピュータや ワークステーシ ョン用
が中心であ り,DRAM最 大 の市場 であ るパ ソコ
ンでは1メ ガが主流の ままであ る。 これ は既 に1













マ レ ー シ ア







輸 出 輸 入 輸 出 輸 入
_一 一 一__一　 … 闇一
332,228265,550360,844279,820
輸 出 輸 入 輸 出1輸 入 輸 出 輸 入 輸τ1輸 入
163,940 110,085 195,391119,219 290,930 164,102 343,699 220,501
55,380 46,435]4,783 69,560 4,296 98,307 4,322













































(出 所)『 日本 半 導 体 年 鑑 』1990年,401頁,1992年417頁 よ り作 成 。
小型化 の動 きは一段落 してお り,メ モ リー高集積
化 によって得 られるメ リッ トが少 な くな って いる
ためであろ う(8)。
一方
,輸 入額を見 ると,88年 か ら91年 まで半
導体素 子 とICの 輸入が急増 して いる。 そ こで,
品 目別IC輸 入額 を見れば,89年 には全品 目で輸
入が増加 している。90年 にはハ イブ リッ ドICを
除 く全品目で,ま た91年 に はハ イブ リッ ドICと
その他MOSロ ジ ックを除 く全品 目で輸 入の増加
が見 られたのであ る。
更に主要相手国別 の輸 出入 を見れば,第6表 の
よ うに輸出入 とも米国が最大であ る。輸 出先では
89年 まで韓国 が これ に次 いで大 きか ったが,90
年 に シンガポール,91年 には香港,台 湾に も追 い
抜かれ,5位 に後退 した。輸入先 として は韓国が2
番 目に大 きく,英 国が これに次 ぐが,90年 には台
湾が躍進 し3位 に踊 り出た。然 も近年 にはシンガ
ポールやマ レー シアか らの輸人 も増大 してお り,
ア ジア諸国 が集積回路 の生産 を順調 に軌道 に乗
せ,生 産基地化 しっっあることが伺 われ る。
III主 要 メー カ0の 財 務状 況
(1)売 上高 と利益
まず 日本電気,東 芝,日 立製作所,富 十二通,三




































































日 立 日 本 電 気 富 七通
(出 所)TheEconomist,Jan.ll.1992,p.56,

































(出 所)『 日本 経 済 新 聞』1992年9月29日 号 。
れば,第7表 の如 くな っている。国 内景気 の減速
と米国景気 の回復遅延か ら収益の柱であ る半導体
メモ リーの不振が長期化 しているため,各 社 は収
益 の足を引張 られ,92年3月 期 には2期 連続 して
大 幅な経常利益 の激減 に見舞 われ るに至 っだ9)。
無論,そ の原 因は前述 の如 く半導体 メモ リーの主
力 商 品 で あ る4メ ガDRAM需 要 が 米 国 コ ン
ピュー タ産業 の低迷 などで盛 り上 が らず,各 社の
業績 を低下 させているためである。大手各社 は価
格 の暴落 と積極的な4メ ガ投資に伴 う償却負担 の
激増 によって急速 な採算 の悪化 に直面 して いるの
である。特 に東芝 は4メ ガ生産で先行 して いただ
一35一
けにその不振 に伴 う影響 も非常 に深刻 だ(1D)。日本
電気 も半導 体設備 の稼働率 を80%以 下 に引 き下
げざるを得な くな り,収 益 の悪化 に悩 まされて い
る。 そ こで,同 社はかつては儲 け頭であ りピーク
時 には半導体事業 の50%を 超 えていた メモ リー
の比重を92年 初頭 まで に25%ま で低下 させ る方
針 を打 ち出 し,脱 メモ リー化 の傾 向を鮮 明 に し
だ%だ が,同 社 は売上高の半分近 くを占めるコ
ンピュータ部門(売 上高構成は第4図)で ,低 価格
機 を引 っ提 げて市場 に参入 して きた米 コンパ ック
や台湾 メーカーの攻勢 によ り熾烈 な低価格競争 に
巻 き込 まれっっ ある。 そのために93年3月 期の
経常利益 は第5図 の如 く更なる減益 に見舞われ る
もの と予想 され る。 また連単倍率(連 結純利益が単
独純利益の何倍かを示す)も2期 連続 して1を 割 り
込 む と予想 され る　の。 それは,国 内外の半導体子
会社が不振であ る上 に,欧 米の コンピュータ ・家
電 子会社 も低迷 して いるためである。
(2)価 格 動 向
次 に価格 動 向 を見 る と,1メ ガDRAMは88年
11月8日 に2,000～2,300円,89年10月3日 に
1,580～1,650円 で あ ったが,89年 末 か ら90年2
月 に か けて950～1,100円 へ と大 幅 に下 落 し,92
年1月 現 在,480円 前後 で低迷 して い る。ま た256
キ ロSRAM(記 憶保持動作が不要 な随時書 き込 み読
み出 しメモ リー)は88年11月 に1 ,000～1,300円,
89年10月 に930～1,050円 で あ った が,92年1
月 に は470円 前 後 に まで下 落 した。更 に半導 体 メ
モ リー の主 役 で あ る4メ ガDRAMは91年1月
に4,000円 弱 で あ っ た が,91年8月 に は早 く も








(出 所)『 日本 経 済 新 聞 』1992年10月31日 号。
一36一 転機に立つ日本半導体産業
2,450円 まで下 落 し,そ の後 は第6図 の如 く92年
9月 に1,170円 で 底 値 を打 ち,92年10月 に は1,460
円 まで回 復 して い る。 これ は大 口需 要先 で あ るパ
ソ コ ンな どOA機 器 や テ レ ビ,VTRな どの需 要
が91年 か ら92年 にか けて 国 内外 と もに冷 え切 っ
て しま った た めで あ る(1帥。然 も韓 国 メ ー カ ーが急
速 に力 を付 け,4メ ガ市 場 にお いて も品 質 や納 期
な ど信 頼 性 を急 速 に 向上 させ 日本 メー カーの脅 威
とな って い る点 も影響 を及 ぼ して い る(1の。
周 知 の如 く,前 回 の256キ ロか ら1メ ガへ の交
代 期 に 当 る87年 ～88年 にお い て1メ ガの価 格 は
1個2,000円 以上で256キ ロの6倍 以上 に達 して
いた。それに もかかわ らず省 スペースや小型化 が
図れ るな どの大 きな利点があ ったため,需 要が急
増 し87年 以 降 の2年 間 に価格 は殆 ど下落 しな
か った。 一方,現 在 の4メ ガの価格 は1メ ガの3
倍 強 と ビッ ト当 た り価格 で後者 を10%以 上 も ド
回 って いるが,需 要 は一 向 に4メ ガに シフ トせ
ず,世 代交代が殆 ど進んで いないのである(15)。ま
た,メ モ リー価格 が暴落す る中で,比 較的安定 し
ていた ロジックICな どの価格 も下落 に転 じ,半













































































(出 所)『 日本経 済 新 聞 』1991年11月14日 一,T;(注)通 産 省12社 調 べ。




















(出 所)『 日本 経 済 新 聞 』1991年ll月14rl号,(注)通 産 省12社 調 べ 。
IMの 投 資 額 を1と す る
一

































モデ ル1陽 を想定 して試算
(3)投 資
更 に日本企業のIC関 連投資 を示 せば,第7図
の如 くなって いる。売上高投資比率 は84年 まで
順調 に上昇 したが,86～87年 には大幅に低下 し,
88年 以 降徐 々に回復す る ものの,80年 代半 ば頃
の水準 には依然 と して及ばない。 これは設備投資
がIC需 要 の変動 に対 応 して激変 したた めで あ
る。…方,研 究開発投資 は一貫 して増加傾向を維
持 している。 またメモ リーの高集積化 に伴 って,
投資額 は第8図 の如 く世代 ごとに大幅に増加 して
お り,そ れが次第 に半導体 メーカー各社 にとって
大 きな負担 とな りっつある。例えば,DRAM(月
産300万 個の量産 ライン)の 投 資額 は1メ ガの場合
には500億 円だ ったが,現 在開発 中の64メ ガに
な ると3倍 の1,500億 円に膨れ上が ると言われて
い る(171。尚,工 程別の設備及び建物別の設備投 資
額 を見 ると,第9図 の如 く高集積化 と共 に前 工程
の投 資額が激増 し,設 備集約型産業 の特徴 を強あ




ところで,日 本の半 導体 メーカーは70年 頃か
ら賃金 コス ト削減を 目的 と してアジアでの現地生
産を開始 し,そ の後80年 代半 ば頃 まで は市場確
保を目的 とするDRAM組 立生産(後 工程)拠 点 を
欧米 に次 々 と設 けるに至 った。更 に80年 代半 ば




対 して実施 した海外投資に関す る調査によれば,
91年6月 末現在,海 外生産法人 は41力 国840社
に達 し,前 年比 では71社 増,ま た研究開発法人 は
15力 国71社 で31社 増,更 に金融 法人 は6力 国
43社 で11社 増,そ して統括法人は12力 国78社
で12社 増で あったとい デ励。
地 域別 に見 れば,生 産法人 はア ジアが492社
(全体の59%),北 米が170社(同20%),欧 州が136
社(同16%),南 米が33社(同4%)を 占めている。
また,研 究開発法人 は北米が39社(全 体の55%)
で1位,以 ド欧州16社(同23%),ア ジア12社(同
20%)と な っている。更に,金 融法人 は欧州 が30
社(全 体の70%)で1位,北 米 が9社(同21%)で
これ に次 ぐ。最後 に統括法人 は北米33社(全 体の
42%),西 欧31社(同40%),ア ジア12社(同15%)
第8表 生産法人 ・研究開発法人 ・金融法人 ・統括法人の主な展開国
生 産 法 人 研究 開 発法 人 金 融 法 人 統 括 法 人
ア メ リカ136 ア メ リカ39 オ ラ ン ダ16 ア メ リカ33
マ レ ー シ ア113 イ ギ リスll イ ギ リス12 ドイ ツ12
台湾101 シ ンガ ポ ー ル4 ア メ リカg イギ リス9
シ ン ガ ポ ー ル70 オ ー ス トラ リア3 シ ン ガ ポ ー ル4 シ ン ガ ポ ー ル7
大韓民国65 香港2 ベ ル ギ ー1 オランダ5
タイ56 フ ラ ン ス2 スイス1 ベ ル ギ ー3
イギ リス50 マ レー シ ア2 香港3
ドイ ツ33 台湾2
中華人民共和国32
ブ ラ ジ ル26
1




マ レ ー シ ァ 韓 国
法 人 数19(94-→113) 法 人 数 ▲3(68→65)
従 業 員 数23,805(62,875→86,680) 従 業 員 数 ▲3,256(40,275→37,019)
タ イ
イ ン ド
法 人 数10(46→56) 法 人 数 ▲2(8-→6)
従 業 員 数8,482(28,488→36,970) 従 業 員 数 ▲1,815(3,615→1,$04)
ア メ リ カ ブ ラ ジ ル
法 人 数10(126→136) 法 人 数 ▲1(27→26)
従 業 員 数14,083(67,545→81,628) 従 業 員 数 ▲168(21,332→21,164)
シ ン ガ ポ ー ル ア ル ゼ ンチ ン
法 人 数7(63→70) 法 人 数 ▲1(4一 や3)
従 業 員 数5,010(35,225一 級0,235) 従 業 員 数 ▲246(1,300→1,054)
イ ギ リ ス
法 人 数7(43-50)
従 業 員 数4,347(18,012→22,359)
(出 所)『 電 子 』1991年11月 号,29頁 。
とな っている。
次 に製品分野別海外生産法人 を見 ると,家 電機
器 は241社,産 業用電子機器 は168社,電 子部品
は502社 とな ってい る。尚,91年6月 現在,海 外
法 人 従 業 員 数 は約51万6,000人(対 前年比6万
8,000人 増)で,こ の うち約5,000人 が日本 か らの
派遣社員であった という。 また電子部品生産法人
の地域別分布 を見れば,ア ジアが全体 の66%,北
米が19%,欧 州が12%,南 米が3%を 占あている
が,増 加率では北米 が最大 であった。
注 目され るのは第8表 の如 く,生 産法人数でマ
レーシア(113社)が 米国(136社)に 次 ぐ2位 を 占
あ,ま た研究開発法人数で は米国 と英国(全 体の
79%),金 融法人数で はオ ランダと英国(同65%),
統括法人数では米国 と ドイツ(同61%)に 集中 し
ている点であ る。更 に第9表 の如 くマ レー シア,
タイ,シ ンガポール,米 国,英 国では生産法人数
と従業員数が増加 しているのに,韓 国,イ ンド,
ブラジル,ア ルゼ ンチ ンでは両者共 に減少 してい
る点 も注 目される。 これ は恐 らくt工 場立地条件




外現地生産 を展開 させ るに至 った理 由は円高,貿
易摩擦,ASIC(特 定用途向け半導体)化 への対応な
どの点 にあった。 これ ら日本 メーカーの海外展開
を図示すれば第10図 の如 くな っている。 そ こで,
近年の動 向を各企業 につ いて一一瞥 すれば,ま ず日
本電気 は89年 秋,カ リフォルニア州 ロー ズビル
工場で カスタムマイコ ンの一貫生産を開始 し,メ
モ リーか ら汎用 マイコ ン,ASICま で半導体製品
の一 貫生 産体制 を確 立 した(191。91年に は英国 ス
コ ッ トラン ドに も前工程 を含 む 一貫工場 を建設
し,日 本 メーカーとして初あて米欧両市場 におけ
る半導体一貫生産体制 を構築 した。無論,同 社 は
アイル ラ ン ドとシンガポールにも後 工程(組 立)
のみの工場 を持 っている。英工場で前処理 された
1メ ガDRAMは ス コッ トラン ドとシンガポール
で組 み立て られ,月 間50万 個 の規模で対米輸出
されている。92年 以降 は米工場の4メ ガ生産 ライ
ンが本格稼働す るのに伴 って米工場で前処理 した
4メ ガDRAMを シ ンガポールで組 み立て,米 国
と欧州市場 向けに輸出を開始 した(尚92年 中に次
世代16メ ガの量産が開始される)。斯 か る生産拠 点
の分散化 によって同社 はダンピングや 日本製品 に
転機に立っ日本半導体産業 一39-一 一
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(出所)志 村幸雄 『2000年 の半導体産業』134-135頁 。
対 する最低販売価格制度 などの問題を回避iしよ う
と して いるのである5101。
また富士通 は89年 夏か らオ レゴン州 グレシ ャ
ム工場 でDRAMの 一一貫 生産 を開始 し,92年10
月 には1メ ガDRAMの 量産 に入 ったが,そ の一
方で カ リフォルニア州 サ ンデ ィエゴ工場を閉鎖 し
た。 この米国生 産縮小 を補 うために同社 は英 国
ダ ・一ラム工場 の4メ ガDRAMの 生産 能 力 を93
年初頭 までに月間150万 個 まで引 き上げ,う ち約
半分 を東南ア ジアで後処理 した後,米 国へ輸出す
ることに して いる。 そのために富 士通 は ダーラム
工 場 での4メ ガの生 産能 力増強 の ために新 たに
3,500万 ポ ン ド(約74億 円)を 投 資 す る こと に
な った。 この投資はEC市 場統合後 の欧州での半
導体事業拡大 と同時に4メ ガDRAMの 商戦が本
格化 して きた米国市場へ の供給体制 を強化する こ
とを 目的と しているとい う⑫1)。
更 に日立 は89年5月 にテキサ ス州 ダラス工場
でSRAMの 一貫生産 を開始 した。91年 には日立
は米工場で前処理 したメモ リーをマ レーシアで組
み立 て始めたが,92年 春 には ドイ ッで稼働す る一
貫工場 の後工程を も分担 す ることにな り,生 産品
目も4メ ガか ら16メ ガ,マ イコ ン,ASICへ と拡
大す る予定 だ とい う㈹。三菱 電機 も90年 初 頭 に
ノ ・一ス カ ロ ライ ナ 州 ダ ー ラム工 場 でASICと
DRAMの 一貫生産を開始 し,ASICデ ザイ ンセ ン
ターを3ヵ 所増設 して北米のデザイ ン拠点を6カ
所 に拡充 した。東芝 はカ リフ ォル ニア州 サ ニー
ベールにASIC-一 貫生産試作 ライ ンを完成 し
,松
下電子 も91年 に米国でメモ リー,マ イコン,ASIC
などの組立工場 を稼働 させている。斯 くの如 く日
本の半導体 メーカーは貿易摩擦を回避す るために
欧米地域 に前処理工 場 を相次 いで設 置す る一方
で,労 働 コス トの低 い東南 アジアの組立(後 工程)
工場 を拡充 して両者の連携 を図 り,半 導体生産 の
国際分業を推進 しよ うとして いるのであ る。
V直 面する問題
さて,日 本 の半導体IC生 産額 はシ リコ ンサ イ
クルの谷 に当た る90年 には僅 か0.8%の 増 加 に
止 ま った。然 も91年 に は4メ ガへ の世代交代 か
ら需要回復が期待 されて いたに もかかわ らずf米
国の コンピュー タ不況,国 内耐久消費財産業(家
電 自動車)の 不振,半 導体輸入の増加な どの影響
が重な ったために生産額 は6.4%増 にす ぎなか っ
一40一 転機に立っ日本半導体産業














(出 所)『 日本 経 済 新 聞』1992年11月12日 号 。
た。 また半導体市場 は第11図 の如 く東南 アジァ
や米国で は91年 後半 に回復 に向か ったのに対 し
て,日 本で は逆 に悪化 してい る。その結果,92年
には東南 アジアその他 が60%,米 国 も26%と 高
い成長を達成する一方 で,日 本のみが円ベースで
3。8%減 とマイナス成長 に陥るもの と予想 され る。
日本市場 の本格 的な回復 はこのままでは92年 末
以降 にズ レ込みそ うであ る。 日本 の半導体産業 は
資金負担 力や量産技術 の優位 な どによ りDRAM
に代表 され るメモ リー分野 では圧倒的な競争 力を
保持 して いるものの,MPU分 野で は米 国が依然
と して圧倒 的 な優位 を維持 して い る。更 に 日本
メーカーは現在,韓 国など後発諸国の急速 な追い
上 げ,環 境対策費 の増加,高 集積化 の限界に伴 う
投資効率 の低下 などの不安材料 を抱えてい るので
あ る。そ こで,以 『ドで は日本の半導体産業が直面
している問題 を検討す ることに しよ う。
(1)半 導体不況
1メ モリー
メモ リー は91年11月 に4メ ガDRAMへ の 世
代交代 が実現 したが,メ モ リー不況の影響 で販売
不振 と価格 ド落 に見舞われ,各 メーカーは一気 に
16メ ガDRAMの 量 産化 を前倒 しす る動 きを強
あている。 これは,汎 用 コンピュー タの低調 とパ
ソコンの販売不振 に伴 う米国 コンピュー タ不況 に
よ り主 力商品 の4メ ガ(DRAM需 要の大半はコン
ピュータ関連)の 立ち上が りが大幅 に遅 れた上,好
調 だ った家電 向 けASIC需 要 も91年 夏以 降不振
に陥 ったか らであ る。そ う した中でIBMは 世界
に先駆 けて16メ ガの量産 を開始 し,従 来DRAM
の世代交代 を主導 してきた 日本企業 に半年以上 も
先行す るに至 った。IBMは91年 後半に月産10万
個,92年 には月産100万 個単 位 の量 産体制 を整
え,92年 半 ば には16メ ガ搭載 の コンピュータ1
号機 を出荷する予定だ とい う。 いずれにせよ,斯
か るIBMの 攻勢 によ って4メ ガは益 々短 命商品
に終わ る運命が定 まった ようだ。
無論,日 本企業 も高集積化 には精力を傾 け,90
年 以降64メ ガDRAMの 試作 に相次 いで成功 し
ている。とはいえIBMも91年12月,独 シーメン
スと共同で64メ ガの試作 には成功 して いる。因
みに64メ ガは95年 頃か ら本格的量産が開始 され
る次々世代 メモ リー一で,1個 に新聞256ペ ー ジ分
の情報 が記憶 でき,コ ンピュータの大幅な小型化
を促 し,高 品位 テ レビの小型化 ・低価格化を可能
にす るなど広範 な応用が期待で きるX131。
これに対 して64メ ガの試作 開発 で他社 に後 れ
を取 った 日本電気 は92年 中に約200億 円を投入
して256メ ガの研究開発施設 を建設 し,必 死 に巻
き返 しを図 っている。256メ ガは漢字で約L600
万字,新 聞に して1,000ペ ージ分,音 声な ら4時
間分 もの情報 が蓄積で きるとい う。従 って,高 性
能 コ ンピュー タ用 主記億装 置 と して の用途 は無
論,MPUの 高速化 に対応す るシステ ムの小型化
に も有益だ し,ま た外部記憶装置 として もフロッ
ピーディスク20～30枚 分の デー タが記録 で きる
のであ る⑳。更 にエ レク トロニクス製品 は現在 デ
ジタル化や高品位化が急速 に進展 しているので,
転機に立つ日本半導体産業
第10表 エレク トロニクス製品のメモ リー使用量
G4フ
レ ー ザ ・ プ リ ン タ
電 子 ス チ ル ・カ メ ラ
動 画
A4判 最 大1ペ ー ジ,12Mバ イ ト




4Mビ ッ トで2分 間 録 音
30分 記 録4×16-=64Mビ ッ ト
50画 面75Mビ ッ ト
1分 間 で7.5Gビ ッ ト
60分 で450Gビ ッ ト
ダ ナ ブ ・
TV電 話(5イ ンチ











(注)1ノ マイ ト冨8ビ ッ ト
(出 所)『 財 界 観 測 』1991年5月 号,45頁 。
大容量 メモ リーは文字情報のみな らず音声や画像
の分野 で も大 いに強みを発揮 し得 るであろう。例
えば,4メ ガでは僅か数分程度 しか蓄え られない
音声情報 も,メ モ リー容量が増えれば自動翻訳な
どの ソフ トウエアの利用 も可能 とな るのである。
因みにエ レク トロニクス製品 のメモ リー使用量を
示せば,第10表 の如 くな ってい る。
ところで,メ モ リーは生産量が上昇す ると,良
品率 が向上 しコス トが急激 に低減 するとい う特徴
を持 ってい る。良品率 は一般 に生産立 ち上 げ時で
数%,経 験 を深め ることによって数十%ま で向上
す るといわれてい る。それ故,市 場の立ち上が り
時に大 きな シェアを獲得 した企業は生産経験 を蓄
積 し,他 社が まだ十分に生産で きず,価 格 も高 い
段階で低 コス トでの大量生産を可能 に し得 るので
あ る。 この結果,先 行者利得が発生す るので,各
メーカー は旺盛 な研究 開発投資 や設備投 資を め
ぐって熾烈な競争 を展開 して きたのである。特 に
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DRAMは 超微細 加工技術の集大成 と して企業 の
技術力 を高め る 「技術牽引車」 と して重視 されて
きた。 だが,メ モ リー事業は益 々過大 な投資 を必
要 とす る一方 で収益悪化に直面 してお り,不 採算
の故に技術牽 引車としての地位を失 いっつある。
それ故,日 本の半導体 メーカーは量産型 のメモ
リーか ら高付加価値 の特定用途ICに 商品戦略の
重点 を移 そ うと して い る。今 回の半導体 不況 は
DRAMの 不振 が主因 であ ったので,各 社 は高付
加価値製品への シフ トによって好不況の波が大 き
い汎用品依存 か ら脱皮 しよ うと して い るので あ
る。例えば,日 立製作所が次世代 メモ リーである
16メ ガDRAMの 量産投資 を早 くて も93年 秋 以
降 まで見合せたの もメモ リー事業が既 にかつての
よ うな牽引 車としての役割を失 った ことを示唆 し
ているといえよ う。16メ ガの本格 的な投資にっ い
ては三菱電気 や沖電気 も消極的であ りt日 本電気
も16メ ガの 量産化投資 の うち100億 円分 を先送
りし,な お積極 的 な姿勢 を崩 して いな いの は東
芝,富f.,TI,韓 国 三星電子な ど少数 の企業 に
す ぎな い㈱。 三菱電機 や 日本電気 はま たDRAM
分野 において従来 の汎用品偏重 を放棄 し,特 定用
途 向け製品 に生産 を シフ トしっっ ある。即 ち,二
菱電機 は新開発 の高集積度ゲー トア レイ(半 特別
注文の論理回路)を 中心 に高付加価値IC製 品 の供
給体制を強化 している。 更に日本電気 は画像処理
用 コンピュータや携帯電話向けに不 可欠 とされる
アナログIC事 業に力を入れているとい う㈱)。日本
電気 は成長が期待 される次 世代の画像 ・音声通信
向 け に照 準 を 合 わせ,ア ナ ロ グICを 低 価 格 で
イージーオー一ダー(半 注文)生 産で きる技術を確立
しよ うと して いるので ある。 アナ ログICの 注文
生産方式で は米 ア ドバ ンス ト・マイ クロ ・デバ イ
ス(AMD)社 が先行 して いるが,価 格を高めに設
定 しているので,日 本電気 はイー ジーオーダー化




,沖 電 気 は94年 か ら商戦 が本 格 化 す る
次 々 世 代 の 主 力 半 導 体 商 品 で あ る64メ ガ
DRAM向 け生 産投 資 を95年 春 まで凍 結 す る決
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定 を ドした。 日本電 気や東芝 な どは93年 後 半に
も64メ ガ投資 に乗 り出す方針を変えて いな いの
で,沖 電気 は もはや将来 の256メ ガDRAMの 工
場建設 は不可能 と見 られる。実際 沖電気 は有力
な 支 援 企 業 が 現 わ れ な け れ ば64メ ガ以 降 の
DRAM事 業 か ら撤 退 す る意 向で あ る といわれ
る。 同社 はメモ リー分野へ の過剰投資か ら経営不
振に陥 ったので あり,米AT&Tな ど海外半導体
メーカーとの提携 によ り非 メモ リー分野(通 信用
半導体など)を 拡大 して経営 を再建 しよ うと して
いる。 いずれにせ よ,投 資金額の膨張 と韓国勢 の
台頭 などにより日本 のDRAM事 業 を リー一ドして
きた大手6社 体制 の一角か らまず沖電気が脱落す
る公算が高 まっているので ある㈱。
そ うした中で ポス トDRAMの 可能性 を含 あて
そ の将来性 が期待 されて い るメモ リーが フラ ッ
シュメモ リー(電 気的に内部データの消去 ・書き換え
を行なう不揮発性読み出し専用メモリー)で ある。 フ
ラ ッシュメモ リーは1セ ル ・1ト ランジスタで構
成 されてお り,高 集積化,大 容量化が容易で,情
報の書 き換えを電気的に行な うために消去時間が
短 くて済 むとい う特徴 を持 っている。 また フラ ッ
シュメモ リーは構造 が簡 単で,DRAM製 造 技術
を量産に応用で き,プ ロセス工程数 もDRAMの
7～8割 で済 むので,将 来的 にはDRAMよ り高
集積化 とビッ ト単価の低下を期待 し得 るとい う。
とい うの も第12図 の如 くフラッシュメモ リーは
DRAMに 比べて設備投資 コス トが低 く,然 も実
際には償却済のDRAM旧 世代装 置を使 うことが
で き るため に更 に コス ト低 ドを図 れ るか らで あ
るX29)。だ が,そ の一方 で フ ラ ッ シュメモ リー は
チ ップ全体 を一括か ブロック単位で しか消去で き
ず,情 報 の消 去 ・書 き込 み時 に12ボ ル トの電圧
が必要 で,2電 源構成を採 らねばな らないなどの
欠点 もある。 その用途 は現在,携 帯型パ ソコンの
メモ リーカー ドなどの小規模 な市場 に止まってい
るが,今 後 はフロッピーディスクや外部記憶装置
(磁気記憶媒体),特 にハー ドデ ィスク(HDD)に 対
す る代替 需 要が拡 大す る見通 しであ る。確 かに
HDDと 比較 した場合,低 消費電力,省 スペース
化,耐 衝撃性,速 度な どの面では優 れて いるが,
書 き換 え回数や価格 などの面では磁気 メモ リーと
の格差 は依然 として大 きいとい う(301。
しか しフラ ッシュメモ リーをめ ぐる販売競争 は
次第 に白熱化 しつつある。 もともとフラッシュメ
モ リー は84年 に東芝が発明 した ものであ るが,
製品開発 面で は東芝 とクロスライセ ンス契約 を結
んだ米 インテル社が先行 した。 インテルは世界市
場 シェアの85%を 握 って優位 に立ってい るが,日
本で も東芝 に続いて三菱電機,日 本電気,富 十通,
日立製作所,沖 電気な どが91年 か ら92年 初頭に
か けて相次いで1～4メ ガ ビット ・フラッシュメ
モ リーのサ ンプル出荷を開始 した。 これに対 して
イ ンテル は92年3月 に発売 済 の1メ ガ,2メ ガ
ビッ トの フラ ッシュメモ リーの価格 を15%か ら
50%もFげ,拡 販攻勢 をかけ始めた。 また4月 に
は各社 に先駆 けて8メ ガ ビ ッ トの新製 品を発売
し,価 格 も4,500円 と従来の半値近 い水準 に設定
したのであ る。 その結果,4メ ガ ビッ トの量産化
を 目前 に して いた 日本 メーカーは大 きな打撃 を
被 ったといわれ る〔311。
斯 くの如 く半導体産業 は転機 に立 ってい る。 こ
うした中で去 る92年10月21日 に米商務省 が韓
国製の1メ ガ ビッ ト以上のDRAMに 対 して ダン
ピングの仮決定を 下した。対象 メーカーは三星電
子,金 星 エ レク トロン,現 代電 子産業 の3社 とそ
の 米 子 会 社 で,ダ ン ピ ン グ率 は三 星 電 子 が
87.40%,金 星が52.41%な どとかな り高率 に達す
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るとい う。 この決定によ り韓国 メーカーは米市場
での競争力を喪失す ると見 られa低 迷 を続 けてい
たメモ リー市況 は好転 の兆 しを見せ始 めている。
4メ ガの需給 は米国市場で25%近 い シェアを占め
た韓国製の減少で逼迫 しつつあるので,日 本 メー
カーは相次 いで4メ ガDRAMの 増産 に踏み切 っ
たが,次 世代 の16メ ガへ の量産投 資には依然 と
して消極 的なままである。 これに対 して三星電 子
は4メ ガの安値攻勢 で稼 いだ資金 を16メ ガに投
じて16メ ガ市場 で トップ グループに入 ってい る
とい う。 またTIは4メ ガで 下位 に甘ん じた こと
もあ って16メ ガの増産 には積極 的で,KTIセ ミ
コンダクター(神 戸製鋼所との合弁会社)で93年2
月 か ら月産30万 個規模 の量産 を開始 す るし,米
IBMも 増産 を予定 してい るという。16メ ガ需要
は92年 には年間100万 個程度 にす ぎないが,WS
向 け主 要 メ モ リーへ の採 用 が進 む93年 に は
2,500万 個,94年 には1億 個 と急拡大が予想 され
るので,日 本 メーカーの慎重 な姿勢 は将来 の競争
力に とって不安材料 となろ う㈱。
2MPU
周知の如 くMPUは その設計思想 に規定 される
OSや 応 用 ソフ トがユーザ ーの間 に蓄積 されてい
くので,有 力 コ ンピュー タ ・メーカーの機種 に採
用 されれば市場制覇が 可能 となる。実際,16ビ ッ
トMPU分 野 では,モ トロー ラ製 がア ップル,イ
ンテル製 がIBMの パ ソコ ンに搭載 されて広 く市
場 に普及す るに至 り,他 のMPUメ ーカーは苦戦
を強 い られた信鋤。 またMPUは 高度 の回路設計技
術を必要 とす るたあに米 メーカーが開発の主導権
を握 っている一方で,生 産技術面では日本企業が
優位 に立 って い るといわれ る。 そ こで,米 メ ー
カーは,ラ イセ ンス収入による研究開発投資の回
収,生 産設備投資軽減,生 産拠点分散 による安定
供給 の実現 などを 目的 と して 日本企業 に生産 ・販
売 を委託(セ カンドソース)す る場合が多か った。
それ故,製 品 シェアと実際 の生産 シェアは異 な っ
て お り,日 本 企 業 も生産 面 で は8ビ ッ トで約3
割,16ビ ッ トで も2割 弱 のシェアを 占めてい るの
である。だが,イ ンテル とモ トローラの両社 はセ
カ ン ドソース供与先である日本企業 の安値攻勢 に
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第13図RISCを 軸に した業界提携概念図
(技 術 提 携)
IBM・ ←一 ノフ ル ー.一 モ ト ロ ー ラ
(技 術 提 携)(技 術 提 携)
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東芝
(出 所)『 日本 経 済 新 聞 』1991年11月27日 号 。
手 を焼 き,32ビ ッ トにつ いて はセ カ ン ドソー スを
認 めず,生 産 ・販 売 を独 占 し続 け て い る。MPU
は メモ リーに比 べ て世 代交 代 期 間 が長 く,参 入 障
壁 も高 くて寡 占的 だ った の で,激 しい価 格 下 落 に
見舞 わ れ る こと も少 なか った。
だが,高 速 化 ・低価 格 化 の要求 が 高 ま る中 で,
過 去 の ソ フ トウ ェ ア との 互 換 性 を 重 視 す る余 り
に,構 造 が複 雑化 し,高 速 化 が図 り難 くな って き
た従 来型 のCISC(複 雑命令セ ットコンピュータ)に
対 抗 して,RISC(縮 小命令 セッ トコンピュー タ)と
呼 ば れ る新 しい設 計 思 想 のMPUが 登 場 す る に
至 った。即 ち,RISCは87年 にサ ンマ イ ク ロ シス
テ ム ズがRISC型MPU「SPARC」 を開 発 したの
を契機 と して市 場拡 大 期 に入 り,UNIXをOS(基
本 ソフ ト)と す るWS(ワ ークステーション)や ミニ
コ ン等 へ の搭 載 が活 発化 した。 現 在,RISCは32
ビ ッ トMPU市 場 の 約1割(金 額 ベ ー ス),ま た
WS搭 載MPU市 場 の約6割(台 数 ベース)を 占め
る に至 って い る。 然 もRISCは 既 に64ビ ッ ト商
用 サ ンプル の 出荷 を始 あ,92年 に は量産 化 を開始
す るな ど多 ビ ッ ト化 の 面 でCISCに 一 歩 先 行 して
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お り,WS,レ ー ザ ープ リンター,フ ァ ック ス,画
像 処 理 用埋 め込 み コ ン トロー ラー な どの広 範 な用
途 が期 待 されて い る。 更 にRISC市 場 で は イ ンテ
ルや モ トロー ラに よ って支 配 され たCISC市 場 と
は違 って,第13図 の如 く各 国 の コ ン ピ ュー タ ・
メ ー カ ー や半 導 体 メ ー カ ーを 巻 き込 ん だ フ ァ ミ
リー形 成 が活 発 化 して お り,MPUを め ぐる戦争
は益 々過 熱 す る傾 向 にあ る働。
ま たそ の一方 で は,互 換 チ ップ ・メー カ ーがパ
ソ コ ン用CPU(中 央演算処理装置)向 けMPU市 場
で の イ ンテル の独 占的 支配 に敢然 と挑戦 し,風 穴
を 開 け よ うと して い る。周知 の如 くイ ンテ ル は85
年 に発 表 した32ビ ッ ト以 降,値 崩 れ を防 ぐた め
に互換 路 線 をiめ,非 常 な好 収 益 を享 受 して きた
(MPU販 売高 は総売上高の55%)。 だが,斯 か る好 収
益 の 分 け 前 に与 ろ う とAMDが91年3月 に32
ビ ッ ト ・イ ンテル 互換MPUを 発 表 し,世 界 の主
要 パ ソコ ンメ ーカ ー にサ ンプル 出荷 を開 始 した。
この互 換 チ ップ はイ ンテル製 よ り も安 く,消 費 電
力 も少 ない な どの 長所 を持 って い たの で,パ ソ コ
ンメー カ ーか ら高 い 評価 を受 け,急 速 に普及 して
行 った。そ の結 果,AMDは91年 に は イ ンテル系
32ビ ッ トMPU市 場 で12.6%の シ ェア を 奪 う と
い う 大 き な 成 果 を 上 げ た の で あ る1351そ の 後
AMDに 追 随 して米 サ イ リッ クス と米 チ ップ ス ・
ア ン ド ・テ ク ノ ロ ジ ー ズ(C&T)の2社 が 互換
MPU市 場 に参 入 す るに 至 った。TIも92年5月
に サ イ リ ック ス社 か ら製 造 ・販売 権 を得 て イ ンテ
ル互 換MPU市 場 へ の参 入 を 表明 した。 斯 か る…
連 の動 きに神 経 を とが らせ た イ ンテル は互換 メ ー
カ ー各社 を提 訴 す る と同 時 に製 品価 格 の大 幅 な 引
ドげを断 行 して ユ ーザ ーの離 反 を阻 止す るな どの
防 戦 に懸 命 とな って い る。尚,AMD製 互換MPU
を採 用 して い るメ ーカ ー は多 くが台 湾 系 で あ り,
米 パ ソ コ ンメー カー で はIBMや コ ンパ ックな ど
の大 手 は今 の と ころ採 用 を見送 って い るが,徐 々
に採 用 に踏 み 切 るメー カ ーが増 加 して い る。 日本
の 主要 メー カ ー は訴 訟 に敏 感 な こと もあ って依 然
採 用 を手控 え て い る よ うで あ る13fi)。
そ う し た 矢 先 にAMDは イ ン テ ル と の 間 で
争 って いた著 作権 裁 判 の 陪審評 決 で敗 北 を喫 し,
新製品発表 を延期 せざ るを得な くな った⑳。 また
C&T社 も競争 の激化 か ら互換 チ ップ市場 か らの
撤退 に追い込 まれたが,そ の一方でサイ リックス
社 はイ ンテル社 との特許係争に も勝利を収 めて互
換 チップ ・ビジネスを軌道 に乗せてい る劔。
…方
,日 本 の半導体 メーカーは互換MPU開 発
に参入す る動 きを全 く見せて いない。現在のペー
スで技術 が進歩 してい けば,集 積度 が更 に高 ま
り,今 は複 数 の チ ップで実 現 して い る機能 も1
チ ップで実現で きるよ うにな り,1チ ップ ・パ ソ
コンの登場 も口∫能 とな る。その時の要 となるのが
MPUで あ る。 というの もMPUを 集積化 しない
限 り1チ ップ化 は不 可能 だか らだ。それ故,MPU
はコア(核)技 術 と呼ばれ るのだが,日 本 メーカー
は独 自にMPUを 開発 して世界の標準品にまで育
て上げ るだけの力量 を持 っていない。 かつてイ ン
テルの16ビ ッ トMPU互 換製品(Vシ リーズ)を
独 自開発 した 日本電気で さえイ ンテルとの訴訟問
題 に懲 りて互換MPUの 開発には極あて消極的で
ある。技術進歩の方向か ら見て も,こ こに 目本半
導体産業の泣 き所があ ると菖えるので あるG391。
他 方,斯 か るチ ップ戦争 の中で イ ンテルは93
年 に設備投資12億 ドルと研究開発投資8億 ドル,
合計20億 ドル以 上を投 資す る計 画だ とい う。…一
方,目 本の電機大手 メーカーは折か らのハ イテク
不況のために設備投資を削減 し,い ずれ も1,000
億 円 を割 り込 む水準 に止ま ると予想 され る。無
論,投 資競争におけるイ ンテルの優位 は今後 の競
争力に如実 に反映 され ることになろ う(40}。
3マ ルチメディア
予測 によれば,マ ルチメデ ィア関連の世界市場
は2000年 には200兆 円(国 内では60兆 円)を 超 え
る巨大市場 にな るといわれ る。 それを見越 して松
ド電 器産業 は91年12月 に世界最 大 のWSメ ー
カー,サ ン ・マイクロシステムズと映像,音 声,
文字デー ターを一括 して扱 うマルチメデ ィアの技
術開発 で提携 した。松 一ドは93年 末 を目途 にWS
にAV機 器や フ ァクシ ミリな どを接続 した家 庭
用マ ルチメデ ィアシステ ムを開発す る計 画で あ
る。 マルチメデ ィア分野の規格開発で は既 にマイ
クロソフ ト,AT&Tな どが設立 した開発会社 に
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第14図 マルチメディアに関する主要な企業グループ
ゼ ネ ラ ル ・




鯖 膿 が 驚 ピア
回}一
(出 所)『 日本 経 済 新 聞 』1991年12月Z9日 号。
富 十通,日 本電気 が 出資 し,ま た ア ップル コ ン
ピュータ,モ トローラとソニー も提携関係を結ん
でいる(ア ップルはIBMと も提携)㈲。従 って,松 下
とサ ンの提携 はこれ らの陣営 に対抗す る新 たな陣
営 の結成を意味 し,マ ルチメディアの標準規格開
発 をめ ぐる競 争 は…段 と拍 車が掛か りそ うで あ
る。
現 に92年6月 に は東芝 とア ップルが個 人用マ
ルチメデ ィア機器の開発 ・製造 などでII三式 に提携
した。両社 はア ップル と米IBMが 設 立す るマル
チメデ ィア技術 の開発 を 目的 と した共 同 出資会
社,カ レイ ダか ら基本 ソフ ト(OS)の ライセ ンス
を受 け,個 人用のマルチメデ ィア ・プ レーヤーな
どを開発 す ることにな る。 まず93年 半 ばを 目途
に両社 はCD-ROM搭 載 プ レーヤーを販売 す る
予定 で あ る。開発 はソフ ト面 をア ップルが担 当
し,CD-ROM,デ ィスプ レー,LSD(大 規模集積回
路)な どハー ド面を東芝が受持ち,一 方,機 器製造
は東芝が担当 し,自 社で販売す ると同時にア ップ
ルに も供給す る計画だ とい う働。 無論,斯 くの如
く米企業が 日本 の有力家電 メーカーに接近 してい
るのは,米 家電産業が空洞化 し,テ レビやVTR
などの民生品のみ ならず液晶などの次 世代 の技術
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開発で も圧倒的優位 にあ る日本 に依存 せざるを得
ないか らだ。家電 とコ ンピュータの融合であ るマ
ルチメデ ィアへの参入 は日本企業 との提携が不可
欠 なので,第14図 の如 く日米企業 との提携 が進
んでいるのである。無論,マ ルチメデ ィアをめ ぐ
る提携 は米国 ソフ ト会社 と日本の電機 メーカーと
いう組み合 わせが本命 とな り,然 もパ ソコ ン市場
の1,2位 のIBM,ア ップルとタイム ・ワーナー
と東芝 などが組 む企業連合が同分野 での主導権を
握 る可能性 が強 いと見 られ る。だ が,マ ルチ メ
デ ィアの普及 のカギを握 るのはコンピュータ ・ソ
フ トウェアであ り,こ の分野ではマイクロソフ ト
や ア ップルな ど米企業が2,3年 前か ら先駆 的な
システムを開発 し技術開発で圧倒的優位 に立 って
いるので,ハ ー ドウェアの生産技術 に著 しく傾斜
した日本企業 が米国の下請化す る可能性 も懸念 さ
れ るのであ る⑬。
とはいえマルチメデ ィアの実態 は未だに判然 と
していない。現状では,電 子手帳の進化 した もの,
CD-ROM(コ ンパクトディスクを使 った読み出し専
用メモリー)と パ ソコ ンを組 み合わせた機器,テ レ
ビにパ ソコ ン機能 を組 み込 んだ もの,電 話 とパ ソ
コンが融合 した ものなどがマルチメデ ィアの候補
とされているにす ぎない。 それ らに共通 している
のは様 々なデータベースか ら引 っ張 り込 んだ映像
や音響,文 字,図 形な どのデータを画面上で 自由
に組み合 わせた り,や り取 りで きる機能 という点
だ。 コンピュータ,通 信,家 電,そ して放送 や映
像 といった技術が融合 して生 まれ る新 しい娯楽や
教育,ビ ジネスと人間 との接点 になるのがマルチ
メデ ィア機器であ ると言 われてい るのであ る叫。
(2)国 際的競争 と提携
1国 際提携 ・協力
さて,世 界 の コ ンピュー タ業界 はIBMと マイ
クロソフ トの決別 と共 に,80年 代 のIBM支 配時
代が崩壊 し,大 波乱の時代が始 まった。80年 代に
はパ ソコ ンでは,IBMが ハー ドウェアを,マ イク
ロソフ トがOSを,イ ンテルがMPUを 支配す る
独 特 の分業 型寡 占構 造 を形成 し,3社 が一 体 と
な って事実上の業 界標準 を作 ってきた。 だが,マ
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イ クロソフ トが巨大化 しす ぎたために10年 間続
いたIBMと の蜜月時代 に終 焉が訪れた。 という
の もIBMが 業績不振 に陥 る一方 で,マ イク ロソ
フ トとイ ンテルは好業績を維持 しているか らであ
る。90年 に発売 されたマイクロソフ ト社の ソフ ト
「ウィン ドウズ」が大 ヒッ トした結果,IBMは 第2
世代基本 ソフ ト 「OS/2」 の大幅修正 を迫 られ,




導 権 を奪 回す るため,91年7月 に従来 の宿敵,
ア ップル との提携 に踏 み切 るに至 っだ4厨。無 論,
これ に対 して マイ クロ ソフ トはDEC(デ ィジタ
ル ・イクイップメント)に 接近 し,次 世代パ ソコ ン
の標準化組織 「ACE」 を設立 して対抗す ることに
な ったのである。斯 くの如 くしてコ ンピュータ業
界 はIBMな ど コ ンピュー タ ・メーカー主導 の時
代が終焉 し,マ イクロソフ ト,イ ンテルなどソフ
ト会社 やMPUメ ーカーが主導す る標準化 の時代
へ と移 り変 りつ つあ る。然 も斯 か る米企業間 の
OSを め ぐる主導 権 争 いが熾 烈化 す ると共 に,
ハー ドウェア面 における日米企業 の提携 が加速 し
て い る。例 えば,今 後 のMPUの 主 流 と目 され る
RISC市 場 では両陣営 を巾心 とす る日米企業の4っ
のグループが鼎立す るに至 っている(第13図)㈹。
それ以外 の動 きで は,日 本IBMが92年 後半か
ら16メ ガDRAMを 現代 グループその他 にOEM
供給す ることにな り,一 方,日 立製作所 は提携先
の金星 エ レク トロ ンか ら4メ ガDRAMのOEM
供給 を受 けることにな ったとい う。 またイ ンテル
とシャー プは91年2月 に需要拡大 が見込 まれ る
フラッシュメモ リー分野で研究開発か ら生産,相
互製品供給 にわた る広範 な提携 を結んだ。 フラッ
シュメモ リーは電気 を流 し続 けな くて もデータを
保持 で き,電 気 情報 を一 括消 去 ・再書 き込 みで
き,然 も高集積化が容易であることか ら,将 来 は
磁気 ディスクな どに代 わる需要や電子録音器 など
の新製品への利用 が有望視 されている。 シャープ
は フラ ッシュメ モ リー最大 手 の イ ンテ ル(市 場
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(出所)『 日本経済新聞』1992年7月4日 号。
期待 している一方で,イ ンテルは シャープの携帯
情報機器,液 晶表示装 置(LCD)な どの技術 ・製品
開発力を フラッシュ市場拡人 に繋 げることを狙 っ
てい るといわれ る。最後 に斯かる日米半導体 メー
カーを中心 とす る提携関係の概要を図示すれば第
15図 の如 くな っている。
2知 的所有権問題
周知 の如 く米企 業 は製造技術 で 日本 に後れ を
取 った結果,知 的所有権 の保護 に益々傾斜 し日米
間の特許紛争 を激化 させている。そのため 日本企
業 も知 的所有権 上の対抗力 を強めることが不可欠
となった。例えば,日 本電気 は89年2月 にインテ
ル との著作権紛争 に勝利 を収 あた し,日 立 も90
年10月 にモ トロー ラとの紛争で その主張 を認め
られている。
特に最近では日本企業が米企業か ら特許侵害で
訴 え られ巨額 の特許料や和解金を支払 わされる大
型 の特許紛争が瀕発 してい る。例 えば,ソ ニー,
松下電器産業,キ ャノンな ど日本の電機 メーカー
とその子会社,約30社 は米 ロー ラル ・グループ
のCCD(重 荷結合素子)特 許を侵 害 した として過
去最大 の数十億 ドル規模 の損害賠償を求め られ る
に至 った。同 じ92年3月 に は ミノル タカメラが
自動焦点(AF)技 術で米ハネウェル社 に対 して1







・米 テ キ サ ス ・イ ン ス ッ ル メ ンッ
,富 士通




・米 ワング ・ラボラトリーズ,半 導体の設
計特許で 日、Z製作所 な どを米ITC(国
際貿易委員会)に 提訴
2月 「 ・米 発 明 家 の ハ イ ア ッ ト氏 が マ イ ク ロ プ ロ
「 セ ッサー(MPU)設 計特許 で日本企業
6社 と交渉
ド
3月院 職 厩 万 現 技術導入契約を
・米 連邦 地裁 が米 ハ ネ ウエル 自動 焦点
(AF)技 術の特許侵害で ミノルタカメラ
に約1億 ドルの支払 いの評決
卜驚 諜 辮6社 を提訴す
ると発表
(出所)『 日本経済新聞』 】992年3月28日 号。
米企業 はここ数年,特 許 など知的所有権 を積極的
に活用 しよ うとい う戦略 をはっきりと打 ち出 して
お り(第11表),今 後 もこうした紛争 が瀕発せ ざる
を得ない。
そ うした中で東芝 は92年1月 にイ ンテル と半
導体技術に関す る特許 クロス ライセ ンス契約(期
間は99年 までの8年 間)を 締結 した。特許交換 の対
象 は両社が世界各国で所有す る全半導体特許 ←一
部MPU製 品の製造を除 くメモリ,ロ ジックIC,ア ナロ
グIcな ど)で,特 許使用料 は相殺 され,相 互 の支
払 はな いという㈹。今後 は斯か る日米企業 間の包
括的な半導体特許 クロスライセ ンス契約が増加 す
ることにな るだ ろ う。特 にTIは89年11月 に成
立 したキル ビー特許(1C製 造の基本特許,2001年 ま
で存続)に 基づ く特許料収入を重視 し,日 本企業
各社 に契約締結を求 めて交渉 を行 な ってい る。92
年3月 には リコーとシャー プがTIと 半導体技術
に関す る包括的な クロスライセ ンス契約を締結 し
た。 その結果,リ コーはTIに 対 して今後4年 間
に半 導体 生 産額 の3%前 後 を,シ ャープ もキル
ビー特許関連製品に限定 して年 間生産額の5%前
後 を特許使用料 として支払 うことにな った㈲。 ま
た91年 に契約 を締結 した富 士通 とはキル ビー特
許の扱 いをめ ぐって法廷闘争 中であ る。更に米 ワ
ング社 も半導体関連特許で 日本電気 を提訴す るな
ど,日 本企業 は長期 ・包括的 な契約で特 許紛争を
予防 し,商 品開発 の安定 を図 ることが不 可欠 と
な って いるといえる。
ところで,知 的所有権が半導体産業で重要性を
持っ に至 ったのは80年 代半 ば頃か らで あ った。
そ の契 機 とな っ た の はTIが86年 に起 こ した
DRAM訴 訟 によ るライセ ンス,ロ イヤ リテ ィの
値上 げ政策 と,イ ンテルが80年 代後半 に強化 し
た ライセ ンス供 与の中止や制限(占 有化)に よる市
場確保政策 であ った といわれ る㈱。TIは 第12表
の如 く85年 に1億4,100万 ドルの損失 に見舞 わ
れたため,特 許政策を変更 しロイヤ リティ収入の
増加 を図ろ うと した。即 ち,TIは 基本特許 を有 す
るDRAMで 主 要10特 許の使用料 を合計10%と
し,86年1月 に 日本企業 など8社 を特許侵害 で米
第12表 米国インテル,TI社 の業績推移
(単 位:100万 ドル)
〈イ ンテ ル 社 〉 84 85 gs $7 88 89 90 91
売 上 高 1,629 1,365 1,265 1,907 2,875 3,127 3,921 4,7sa
利 益 iss 2 (203) 248 453 391 s50 819
〈TI社 〉 $4 86 86 87 8$ 89 90 91
売 上 高 5,742 4,930 4,988 5,$16 6,477 6・52216,567 6,784
利 益 63 321 3661292
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(出 所)『 電F』1992年10月 号,to頁 。
連邦裁判所に訴 え,ロ イヤ リテ ィの値上 げに成功
したのである。 その結果,TIは 第13表 のよ うに
ロイヤ リテ ィ収入 を増加 させ,知 的所有権をテコ
に経 営基盤を強化す る。 またイ ンテルは80年 代
後 半か らMPUの ライセ ンス先を限定(現 在では
IBMの みが上位機種での供与先)す る占有化政策 に
よ って高成長 と高収益を享受 してい る(第13表)。
斯 くして従来 はただ同然で利用で きた特許や著
作権 の利用は高価 となる。例えば,DRAMの 特許
使用料 は有力な交換特許を持 っていな い場合には
生産額 の10%に も達す るに至 った。実際 米マイ
クロ ン ・テ ク ノロ ジー社 は91年 度 に売上 高 の
9.7%,日 本 のNMBセ ミコンダクター も91年9
月期決算 で売 上高 の11.4%を 特許使用料 と して
支払 ったのであ る。一方,占 有化政策 は技術供 与
の停 止によ り他 の企業 の生産を不 口∫能 にする。然
もイ ンテルの成功 は他 の米企業 に も大 きな影響を
及 ぼ し,技 術移転 に慎重 な姿勢 を強 め させて い
る。斯 くの如 く半導体分野 では知的所有権の重視
が競争環境を変化 させ,関 連企業の競争 力を大 き
く左 右す るよ うにな って きた。従 って,半 導体
メーカーは独 自の知的所有権戦略を持 たぬ限 りこ
の分野で競争力を維持 して行 くことは困難 と言え
よう。
3ア ジアNIESの 急追
さて,二 屋電 了・を筆 頭 とす る韓 国半導 体 メ ー
カーはDRAMに 生産 を集 中 し,日 本企業を激 し
く追 い上げている。特 に三星電 子は92年 に入 り,
米国の4メ ガDRAM市 場(約 月間1,000万 個)で
25%を 確保 し,日 立,日 本電気,TIを 押えて トッ
プに立 ち,3月 には30%以 上 のシェアを握 る可能
性 も出て きた。三星 は日米半導体協定 を利用 し,
低価格攻勢 を掛 けているにす ぎぬとの見方 もある
第14表 世界のDRAN売 上高ランキング
(1991年,米 デ ー タク エ ス ト社 調 べ)
川頂{立 ネ4二 名
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(出所)『 日本経済新 聞』1992年11月5日 号。
が,品 質 ・納期等で 日本の上位企業並み とその実
力を評価 する声 も強 まってい るG51)。因みに三星 は
第14表 の如 く91年 の世界DRAM市 場で東芝 に
次 いで堂 々2位 を占め るまで にな ってい るのであ
る。
三星が半導体分野への本格的な進出を果た した
の は80年 代 初 め に な って か らで,256キ ロ
DRAMや1メ ガDRAMで も製 品 寿命 の末期 に
世界最大の生産量に達 したことはあったが,低 価
格 を武器 と した二番手 メーカーとしての地位 を脱
し得 なか った。だが,今 や最先端の4メ ガDRAM
で は,三 星 は米国市場で 日米 トップ企業 と互角以
上の競争を展開で きるまで に成長 している。16メ
ガのサ ンプル出荷 も日米 トップ企業 と同時期 に開
始 した。然 も量産技術 は世界最高級の水準で投資
規模 も日本企業 を凌 ぐ程だ という評価が米国市場
で も定着 してい るようだ。 それ故,92年10月 の
韓国製 メモ リーに対す る米商務省の ダンピング仮
決定によって,韓 国企業 は短期的 には打撃を被 っ
て も,中 長期的 にはメモ リー市場か ら脱落す るこ
とは有 り得 ないであろ う6勃。
転機に立っ日本半導体産業
4日 米半導体協定
最後 に半導体 をあ ぐる日米摩擦 の問題を一瞥 し
て お こう。周 知の如 く86年9月 に締結 された 日
米半導体協定 は,日 本 市場 における外国系半導体
の購入拡大 の勧奨,ダ ンピング防 止のためのモニ
タ リングなどを内容 と していた。 だが,そ の実効
に業を煮や したアメ リカ は87年4月,対 日報復
を発動 し,パ ソコ ン,電 動工具,カ ラーテ レビに
対す る関税 を100%に 引 き上 げた。 その後,摩 擦
の焦点 は ダンピングか ら日本市場での外国系半導
体 の シェア拡 大 に移 った。 この旧協 定 は91年7
月 に期 限切れ とな り,8月 に発効 した新協定 には,
外国系半導体 の日本市場で の シェアを92年 末 ま
で に20%以 上 に引 き上 げ るとの米 業界 の期待 が
明記され,同 時 に米業界 にも日本市場への参入努
力が一層求 め られ ることにな った。特 に外国企業
とのデザイ ン ・イ ンの促進 は外国系製品利用拡大
の切札 と期待 されている劒。
とはいえ通産省 の発表 によれば,91年10-12月
期 の外国製半導体 の市場 シェアは16.1%で 前期
比0.1%減 で,新 協定 の掲 げ る92年 末 の外 国系
シェア20%達 成 は困難 な情勢 にある。また将来 の
有望 製品 と して期待 されて い るフ ラッシュメモ
リーに関 して は,ダ ンピング監視対象 に含め るか
ど うかで日米間 で激 しく対立 したが,結 局,監 視
の対象 とされ るに至 った。 いずれにせ よ日米企業
提携 が進展 して い るとはいえ,92年 末 に外国 系
シェア20%達 成 ができない とい う結果になれば,
再び 日米摩擦が再燃 しよう。
VI半 導体産業の将来
ところで,目 下 の最大 の関心事 は半≡導体不況 が
いつ回復 に向か うのか とい う問題であろ う。やや
明 るい材料 と しては,米 国市場 での需給 が改善 し
っ つ あ る の に加 え て,不 振 の 元 凶 で あ っ た
DRAMも 生産抑制 の効 果が表 われ,価 格下落 に
歯止めが掛か った点である。一方,日 本市場 は相
変 らずの低迷 が続 いている。今回の半導体不況 の
一因 は
,米 パ ソコン市場 の低迷,1メ ガDRAMの
根強い需要,パ ソコンに使いやすい製品開発 の遅
一一一49一
延 などのたあに,主 力 メモ リー製品である4メ ガ
DRAMに 対す る需要が思 った程 に伸 びなか った
点 にある。然 もそ うした中で大手 メモ リー企業が
需要拡大 を見越 して設備拡張に走 り,生 産能力の
過剰に陥 ったのであ る。例 えば,日 立,東 芝,日
本電気 の4メ ガ上位3社 は91年 末時点 でいずれ
も月産500万 個の生産能力を備え,3社 だけで世
界需要1億4,soo万 個を上回 る状態 にあ った。 そ
のため価格 は予想以上 に急 ピッチで下 落 し,現 在
は1個1,500円 を割 り込 んで いるという。更 に91
年後半以降 は国内の民生用機器向 け半導体需要が
AV機 器の不振な どか ら低迷 し,各 社 の生産額 は
同年前期 よ り大 幅に落 ち込 み,通 年で も90年 を
若干上回る程度 にす ぎないと推定 されている。
そのため92年 には世界半導体販売額(企 業内使
用を除 く)で 北米企業(カ ナダ企業の極 く小額の販売
を含む)が 日本企業 を抜 き去 ることが ほぼ確実 と
な り,85年 の 日米逆転以来7年 振 りに日米再逆転
が起 ころうと してい る(測。北米企業の販売額 は前
年比18%増 の253億 ドルに達 し,同5%減 の249
億 ドルにす ぎぬ 日本企業 の販売額 を凌駕す る見込
だ とい う。企業別 で見て も,イ ンテル,モ トロー
ラ,TI,ナ ショナルセ ミコンダクターなど米各社
がいずれ も前年実績を上回 っているのに対 して,
日本電気,東 芝,日 立製作所などの 日本企業 は殆
どが前年実績を下回 ると予想 されるのである。
然 もこれまで縷縷述べて きた如 く日本半導体産
業 は様 々な懸念材料を抱えている。 いずれの問題
も日本半導体産業の競争力を蝕む深刻 な要因 とな
る恐 れがある。それ故,90年 代 の世界半導体産業
において,日 本企 業 は最早80年 代 の如 き独 り勝
ちを再現 させ得 ないであろう。既 に 日本企業 は圧
倒的な力で市場を牛耳 ろうとす る意思 も能力 も持
ち合 わせてお らず,か つての如 き強力 な日本企業
の復活 は夢物語 とな りっっあるように思 われ る。
今後,日 本企業 は世界市場 での主導権を握 ること
よりも,米 企業を相手 とする国際提携 ・国際協調
によ って世界的規模での競争 に生 き残 ることを最
優先 させよ うとす るだろう。従 って,半 導体 メー
カーの今後 の生 き残 り戦略 は如何 なる相手 と提携
で きるかに掛か っているといえよ う。それに して
一50一 転機に立つ日本半導体産業
も旺盛 な研究開発投資や設備投資をめ ぐる猛烈 な
企業間競争が 日本半導体産業 を世界一 に押 し上 げ
た80年 代 を思 い起 こす時,自 ずか ら隔世 の感 を
禁 じ得ないのである。
注
(1)通 商産業省監修 『電 子工 業年鑑1992』 電 波新聞社,9頁 。
(2)同 ヒ及 び経済企画庁 編 『経済 自書平成4年 版』参考資料第
8-1表 より算出。
(3>r子 工業 全般 の動 向 について は拙稿11990年 代 の電子 産
業」(『日本機械産 業の現況 と90年 代 の行方』1990年,機 械振
興協 会経済研究所)を 参照 されたい。
(4)『 日本経済新 聞』1991年10月8日 号。
(5)『 日本経済 新聞』1992年1月13日 号。
(6)リ ニア(ア ナログ)ICの 用途 について は 『日本経 済新 聞』
1992年9月17日 号。
(7)拙 稿 「電 ア産業 における 口米逆転」(『敬愛大学 研究論集』
第40号)を 参照。
(8)『 日本経 済新聞』1991年6月18日 号,1992年1月16日 号,
4月6日 号。無論,「 ウイン ドウズ3.0」 搭載 パ ソコ ンなどは
4メ ガの方が適 してお り,潜 在的需要 はあ る。
(9)『 日本経済新 聞』1992年9月11日 一,。
{10)「日本経済新 聞』1991年10月22日 号。
(11)『日本経済新 聞』1992年i月17日 号。
(吻 『日本経済新 聞』1992年9月29日 号。
(131『日本経済新 聞』1992年1月28日 号,9月5日 号,10月31
日号。
(⑳ 『日本経済 新聞』1992年5月7日 号。
q5)『 日本経済 新聞』1992年9月5日 号。
(16)『日本経 済新聞』1992年1月27日 号。
(m『 日本経 済新聞』1992年10月1日 号。尚,現 在 における主
流 の4メ ガで は製造原価 に占め る人件費 の割 合は1割 程度 に
す ぎず,今 や半 導体 は典 型的 な設 備集約 型 産業 とな って お
り,設 備稼 働 率 を高 め るこ とが不 可欠 とな って い る(同 誌
1992年11月9日 号)。 また2005年 を境 に して半導体 の売}'
高 と設備投資額 は逆転 す るとい う。 半導体 売L高 に対 す る設
備 投 資 ・研究 開発 費の比 率 は既 に40%近 い水 準 まで達 して
お り,半 導体企 業の財務体質 は徐 々に圧迫 され ている(『週刊
ダイヤモ ン ド』1992年6月20日 号,4頁)。
(1a『 電 子』1991年11月 号,27-31頁 。
(19)「電 子工業年1990793-794頁,志 村幸雄 『2000年 の半導
体産業』 日本能 率協会 マネ ジメ ン トセ ンター,1992年,第5
章を参照。
⑳ 「日本経済新 聞』1992年1月13日 号,2月6日 号。
⑳ 『日本経済新 聞』1992年10月17日 号。尚,サ ンデ ィエ ゴ工
場(半 導体 組立)の 閉鎖 は人件費負担増 と販売価 格 の低迷 に
よ って採算 が悪化 し,コ ス トが安 いマ レー シアへ生産 を移管
する ことにな った。 これまで同工場 は1メ ガDRAMを 月 間
80万 個程 度生 産 して きたが,ス ケール メ リッ トが得 られ な
か った。 日本電気 も英 国 スコ ットラン ド工場で前処理 した1
メガDRAMを シンガポール工場 で組 み立て,米 国 へ輸出 し
てい る(『 日本経済 新聞』1992年8月5日 号)。
励 『日本経済新聞』1992年2月13日 号。
㈱ 「日本経済新聞』1991年2月15日 号。
⑳ 「日本経済新聞』1992年1月22日 号,2月4日 号。
㈱ 『日本経済新聞』1992年10月18日 号,10月27日 号,10月
28日 号,11月9日 号 。東 芝 は国 内 半導 体 各 社 が 収 益 悪 化 か ら
投 資 抑 制 の 姿 勢 を 強 め る 中 で,92年11月 に16メ ガ の騒 産 工
場 建 設 に 乗 り 出す こ と を決 定 した 。 四 日 市 「場 内 に投 資 総 額
1,000～1,300億IJ]を 投 じ95年 完 成 を 目指 す と い う(『 日本 経
済 新 聞 』1992年11月12日 号)。
⑳ コ ン ピ ュ ー タの 画 像 制 御 用 メ モ リー で あ る ビ デ オRAM
(VRAM,画 像 処 理 専 用 の 随 時 書 き込 み読 み 出 し メ モ リー)
は92年 初 あ か ら米 国 市場 向 け が好 調 で あ っ たが,国 内 で も
画 像 処 理 能 力 を 充 実 させ た コ ン ピ ュー タ向 けの 国 内 需 要 が急
増 し,メ ー カ ー は増 産 に 追 わ れ て い る(『 日本 経 済 新 聞 』1992
年6月23B号,ll月13日 号)。
⑳ 『日本 経 済 新 聞 』1992年4月27日 号,9月17日 号。 尚,
DRAMは も は や 汎 用 品 で は な い。DRAMの 汎 用 品 率 は90
年 の60%か ら95年 に は半 分 以 下 に低 下 す る と推 定 さ れ る
(「90年 代 の 半 導 体 産 業 」 『財 界 観 測』1991年5月1日 号42
頁)。
㈱ 『日本 経 済 新 聞 』1992年10月10日 号,11月6日 号G沖 竃
気 は従 来 か ら比 較 的 競争 力 が 強 い低 電 力 マ イ コ ンや 音 声 合 成
用 マ イ コ ンな ど特 定 用 途 向 けDxAM,成 長 分 野 と さ れ る フ
ラ ッ シ ュ メ モ リー な ど を 強 化 す る方 針 だ と い う(「 日本 経 済
新 聞 』1991年10月21日 号)。
(29)石 原 昇 「92～93年 の 景 気 動 向」 『電r』1992年10ナ 」号,29
頁 。「90年 代 の 半 導 体 産 業 」,『財 界 観 測 』1991年5月1El号,
54-56頁 。例 え ば,4メ ガ の フ ラ ッ シ ュ メ モ リー(NAND型)
を生 産 す る に は前]二程 や ク リー ンル ー ムで は1世 代 前 の1メ
ガDRAMの 生 産 設 備 が そ の ま ま使 え る の で あ る(同1.55
頁)。
{30)『 日本 経 済 新 聞』1992年11月12日 号 。 「フ ラ ッ シ ュ メ モ
1」一 」 『日経 ビ ジネ ス』1992年6月8日 号,57-60頁 。
(31)『1:.1本経 済 新 聞 』1992年4月18LYYiJ_1.1JJ。 前掲 「フ ラ ッ シ3メ
モ リー」57頁O尚,イ ンテ ル は92年2月 に製 造,相 斤製 品 供
給,次 世 代 フ ラ ッ シ ュ メ モ リー研 究 開 発 な どで シ ャ ー プ と の
間 に広 範 な提 携 関 係 を 結 ん だ(『 日本 経 済 新 聞 』1992年2月6
日 号)。 ま たDRAMで 日本 に 苫 杯 を嘗 め た 苦 い経 験 か ら フ
ラ ッ シュ メモ リー を 日米 半 導 体 協定 の ダ ン ピ ング監 視 品[..1に
含 め る よ う米 商 務 省 に働 き掛 け,実 現 して い る(「 フ ラ ッ シユ
メ モ リー」57頁)。 尚,最 新 情 報 に よ れ ば,東 芝 が16メ ガ
ビ ッ ト ・フ ラ ッ シ ュ メ モ リー を92年12月 か らサ ンプ ル 出 荷
を開 始 し,93年 か ら量 産 に 入 る と発 表 。 量産 時 の価 格 は1個
5,000円 弱 に な る 予定 で1メ ガバ イ トあ た り佃i格 は 約20ド
ル で 同 約50ド ル の イ ン テ ル製 に比 べ て か な り割 安 と な る
(『日本 経 済 新 聞 』1992年10月20日}})。
(鋤 『日本 経 済 新 聞 』1992年10月29日 号,ll月3[1号,11月
4日 号。
{33)『 日本 経 済 新 聞』1991年11月14日 号,ll月3日 号,11月
4日 号。
(3⑪ 「日本 経 済 新 聞』1991年10月20口 号,11月27日 号。
(35)「 イ ン テ ル 互 換MPU」 『日経 ビ ジ ネ ス』1992年6月22日
号,『 日本 経 済 新 聞 』1991年10月20日 号,92年2月10日
号。
(36)日 本 で もセ イ コ ー エ プ ソ ンが92年 秋 に 発 売 した 新 機 種 に
AMD製 品 を採 用 す る な ど 日本 市 場 で も互 換MPUの シ ェ ア
が 高 ま る傾 向 に あ り,イ ンテ ル は 防 衛 の た め に93年1～3月
出 荷 分 のMPU価 格 を20%引 き 下 げ た(『 日 本 経 済 新 聞 』
1992年11月11日 号)。
(謝 「386斤 換 チ ップ を診 断 」 『日経 エ レク トロニ クス』1992年
8月17日 号,83-97頁 。 台 湾 の パ ソ コ ンメ ー カ ー はAMDに
不利 な 評 決 に もかか わ らず そ の 採 用 を控 え る 動 きを 見 せ ず,
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む し ろ価 格 下 落 が 期 待 で き る と考 え て い る。 と い うの も互 換
チ ッ プ は低 価 格 や イ ン テ ル製 に な い特 徴 を持 って お り,パ ソ
コ ン メー カ ー に と って 魅 力 が あ る と い う(同:.頁)。
(胸 『日経 エ レク トロニ ク ス』1992年8月31Ej=1,77頁 。
(39)『 日経 ビ ジ ネ ス』1992年6月25日 号,60頁 。
(40)『 日本 経 済 新 聞 』1992年 】0月18日 号。 イ ンテ ル,モ トm
ラ,TI,AMDな ど 米 大 手 半導 体 各 社 は 世 界 各 地 で相 次 い で
新 工場 の 建 設 に動 き始 め て お り,不 況 の 直 撃 を受 け て 投 資 を
絞 って い る 日本 企 業 と対 照 的 で あ り,80年 代 と攻 守 所 を 変 え
つ つ あ る(『 日本 経 済 新 聞 』1992年it25日 号)。
(41)『 日本 経 済 新 聞 』1991年12月18日 号,12月19日 号 。
働 「マ ル チ メ デ ィアOS情 報 家 電 の新 領 域 拓 く」 『日経 エ レ ク
トロニ ク ス』1992年8月3Fヨr-ar-,94-103頁 。 こ の プ レー ヤ ー
は 液 晶 画 面 と ス ピ ー カ ー を 内 蔵 し,CD(コ ンパ ク トデ ィ ス
ク)を 差 込 む と動 画 と音 声 が楽 しめ る。 特 徴 はCDの 情 報 が
一方 的 に 流 れ る の で は な く,プ レー ヤ ー が ユ ー ザ ー と 「対話 」
しな が ら提 供 す る情 報 を 選 択 して い く点 に あ る と い う(『 日
本 経 済 新 聞 』1992年6月24日 号)。
(43)『 日本 経 済 新 聞 』1992年5月1日 号,6月24日 号 。
(4N『 日本 経 済 新 聞 』1992年6月24日 号。
㈲ 『日本 経 済 新 聞 』1991年7月5日 ～7月7日 号,1992年4
月6日 号 。
㈱ 『日本 経 済 新 聞 』1991年11月27日 号,1992年4月6日 号 。
働 『日本 経 済 新 聞 』1992年2月9日 号,3月5日 号,3月28日
号,5月31日 号Q
㈱ 『日本 経 済 新 聞 』1992年1月30日 号 。
(99)『 日 本 経 済 新 聞 』1991年7月20日 号,1992年3月16日 号 。
三 菱電機 も92年6月 にTIと キル ビー特 許 を含 む半導体 技
術 に関す る包括 的 クロス ライ セ ンス契 約 を締結 した(同 誌
1992年6月30日 号)。
⑮① 大竹修 「半導体 産業 と知的所有権 」『電 子』1992年10月 号,
8-16頁 。尚,米 国政府 の措置 や訴訟活動 が半導体産 業にお け
る知的所有権 の役割 や重要性 を変化 させ ることにな った。即
ち,80年 の米国 コン ピュー タ ・ソフ トウェア著作権 法,同 じ
く84年 の半 導体 チ ップ保 護 法 は ソフ トウ ェア や マ イク ロ
コー ドの保護 を強 化す る動 きを加速 させたので ある(同h,
9頁)。
伍1)「日本経済新 聞』199`1年4月4日 号,5月7日 号,11月5日
号。
働 『日本経済新聞』1992年10月23日 号,11月5日 号。





世 界 の10大 半 導 体 メ ー カ ー(第1表)の91年 に関 す るデ ー
ター は 『日本 経 済 新 聞 』1992年1月13日 号 の数 字 だ が,同 誌
1993年1月6日 号 に よ れ ば,日 本 電 気,東 芝,イ ン テ ル,日 立
製 作 所(以 下 は第1表 通 り)の 順 とな って い る。 ま た92年 はイ
ンテ ル,日 本 電 気,東 芝,モ トmラ,日 立 製 作 所,TI,富 士
通,三 菱 電 機,フ ィ リ ップ ス,松 下電 子の順 で,日 本 メー カー
の退 潮 が や や 鮮 明 とな って い る。
